
6 参考資  
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平成21年度・介護サービス情報の公表制度の   
見直しについて  

（情報公表制度における事業者の事務負担、経済的負担の軽減策）  

○ 以下の見直しにより、引き続き、情報公表制度における事業者の事務負担、経済的負   

担の軽減等を図る。  

（1）訪問調査体制の効率化  

→ 調査は、一律に調査員2名以上とするのではなく、塀爛上とし、   

弾力的に対応するものとする。  

（2）調査方法の簡素化  

→ マ三三呈アルや規程の単純な有無の確認を行う離   

山三は、初年度に「確認のための材料」があると確認されれば、卿、特段   

の事情が無い限り、あらためて現物の確認までは巨わ塁ぃものとする。  

（3）同一所在地で複数サービスを提供している事業所の手数料軽減  

→ 国頭在嘩で複数の事業所を運営する事業葦について、同日に調査を実施する場合   

の手数料については、旅費の重複分を勘案し唾＜設定する等の創意工夫した手数料設   

定方法の普及  

※詳細検討中  （4）公表システムの見直し〔21’実施分〕   

○ 平成21年度実施予定の制度見直しに伴い、手数料ガイドライン（「介護サービス情   

報の公表」制度におlラる調査事務等に関する手数料について〔課長通知（平成18．3．31   

壱振発033102）〕）等の所要の改正を行う予定。  

【手数料ガイドラインの改正部分（案）】  

《改正後（案）》  

→ 2名記述を削除する。  

→ 調査方法の簡素化に伴う事務負担軽減   

の留意に関して追加記載する。  

→ 旅費の重複分を勘案し低く設定する等   

の手数料設定に関して追加記載する。   

《事項》  《現行》  

調査実施体制  2名  

調査に必要な時間数、日数等 －  

同一所在地で複数の事業所を  

同日調査する場合の留意点  
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介護サービス情報の公表制度施行状況等   
アンケート調査結果（平成20年7月1日現荏）  

1指定情報公表センターの指定状況  

・■ 蘭引闇振起 ・′ 一 董・  

・ ノt  

攫  5  11％  0   0％  

20  69％  

会三   

29  62％  

≡き、：、テ 

0   0％  0   0％  
√  4   9％  0   0，i  

毒さて三 J‡ぺこ  ′  基  2   4％  2   

定非  室垂勃  2％  
彗婆  聾  

100％  

∴′1、・ト∬   
6  13％  0   0％  

㍉  ■∴：ご∴口′  47  100％  23  49％   

都道府県が指定情報公表セシターとして指定する法人については、都道府県社会福祉  
協議会が過半数の29か所（62％）となっている。  

次いで国保連合会が6か所（13％）、都道帝県直営が5か所（11％）となっている。  

都道府県社会福祉協議会のうち20か所（69％）、社団法人2か所（100％）、NPO法  
人1か所（100％）に、事務の公正ヰ立性を確保するための委員会等を設置している。 

2 指定調査機関の指定状況  

都道府県が指定調査機関として指定する法人については、NPO法人が102か所（3  
7％）と1番多く、次いで株式会社が55か所（20％）、有限会社が37か所（13％）、都道  
府県社会福祉協議会が36か所（13％）と続いている。  
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3 調査員の確保状況  

4 対象事業所数  （概数）  

サー⊥ビス名  
両線噸軒 

対象事業所数 
訪問介護 23．665   

訪  2，117  

6，535  

チエヰション 1，9了1   

通商介護  21，347   

愛知症対蕗     型適所介≡     護 2，811   

適所リハビリテーミ       タヨン 6，430  

春  考隼簿華鞍嘩華老人 2，023  
塗料 

穀      帯      老人  294  

賓 奉  6，004  

準売 5，丁21  
ヤ1ケ   

鴬泰盛    痍 27，775  

経書人     饗稚設  5，955  

6，856  
′ん¢ 

3，491  

j′エ             二                                         迅封建   惜  
3．2了0  

r一昭「＝二  

2，019  

薫漂  薫製  1，5t泊  
ミ1ブし′J          占 129．853  

本制度の対象事業所数の総数は、215，717か所であり、居宅介護支援が27・775  
か所と1番多く、訪問介護が23，665か軌介護予防訪問介護が22・680か所と続いて  
いる。  
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5 報告・調査■情報公表計画の内容  

計画の基準日   都道府県数  割合   

平成20年1見1日   26  57％   

平成2（）年2月1日   2％   

平成28年3月1日   2％   

平成20年4月1日   柑  39％  
平成20年与月9日   2％   

合計   46  100％  

開始  終了  開始，‘  ー終了  開姶   終了 
0年ヰ丹 16  20年ヰ     舟   20年4舟  12  

声   舟   7  5  月 3  う月  2  

● ＝  5  白丹 3  田  ‡月  8  

7舟   12  子方  12  r7片  3  

舟   3  8   舟   

見  稟「良  9   角   9  

二拍   舟  

8‡月   9  
6  

桓－  鼻   1＝q   舟  6  
l来旨  も点  11   片   

之‡月  2       四  温  12舟  

舟  8  二＝こ封     †  緑  ロ  新イ年′1     月 

舟 5  女  舟  9     ∴全   片  

良  2了  章粛  ■33  j  点  32  

昇  3  一 ＝  ヰ見  9  

舟  韻三  3  寺島  2  

8  月  2       昏舟  ⑥斥  4   

都道府県知事が毎年定める報告に関する計画の開始月は4月が16か所と1番多く、7月  
が12か敢、6月が8か所と続いている。終了月は3月が27か所と1番多く、1一月が8か所、2  
月が5か所と続いている。  

都道府県知事が毎年定める調査事務に関する計画の開始月は7月が12か所、4月が11  
か所と続いている。終了月は3月が33か所と1香多く、2月が9か所と続いている。  

都道府県知事が毎年定める情報公表事務に関する計画の開始月は4月が12か所と1香  
多く、8月が11か所、9月が9か所と続いている。終了月は3月が32か所と1番多く、翌年度  
4月が9か所と続いている。 
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l参考資料3  

1手数料の見直し状況（平成20年7月16日琴在）  

公表事務手数料の見直し状況  

2 手数料の設定状況  
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3 平成20年度における情報公表手数料設定の状況  
平成20年7月16日現在  

（円）   

公表事務手数料  訴萱草務手数料  合計手数料髄  
都道府県名  

平成19年度   平成20年度   平成19年度   平成20年度   平成1g年度   平成20年度   

全国平均   l乙800   10．6了ヰ   引．234   33．685   54．03ヰ   44．359   

北海道   14．IO8   10．208   4t，533   35．双旧   55．633   ヰ5．500   

青森県   15．000   ほ㈲0   ヰ4．000   33．008   59．000   45、000   

早手県   118抑   1乙0抑   略200   3丁．300   59．000   ヰ9．300   

宮城県   l乙㈱   10．000   38．000   32．34ヰ   50．000、   ヰ乙34ヰ   

秋田県   13．9加   10，∝旧   崩．433   32．柑2   58．333   42，柑2   

山形県   I2．000   10．000   37，恥0   30．188   ヰ9．㈱   ヰ0．柑8   

梅島県   12．000   tt，㈱   38，∝氾   32．333   50．0㈹   43．ユ3ユ   

茨城県   川．000   10．000   ヰ0．000   33．800   与0．000   43，¢00   

栃木県   l乙500   l乙500   3丁．500   3丁．500   50．000   50．800   

ニニ三、f＝   11，㈱   9．000   38．0∝〉   32，438   ◆丁、0（氾   引，138   

埼玉県   tl．508   8．gOO   40．911   29．588   52，lけ   38．488   

千葉県   9．300   8．800   48．000   27、833   埴．300   36．633   

東京都   ‖．100   tO．100   45．350   38．3（氾   56．750   40．700   

神奈川県   9．700   8．000  ヰ2．858   3乙038   52．558   ヰ0．038   

新潟県   10．500   10．500   37，l00   33，一丁2   41弼   13．釘2   

吉山県   ＝．000   11．000   36．∝旧   28．656   50．0（氾   39．856   

石川県   14．000   11．000   36．000   29、鑓5   別．∝旧   ヰQ，も25   

福井県   13．000   ll．000   ユ6．000   28．281   19．000   39．281   

山梨県   は0鵬   13，000   ヰ2．脚   3l．000   5丁．000   ヰ4，000   

長野県   ＝．㈱   12・0∝I   3t；．300   3l．川3   50．300   43．柑3   

岐阜県   1】，錘○   も，0加   3も．000   30，○（氾   11．000 38．脚0   

静岡県   10．∝旧   8．000   43．000   32．柑8   53．000   4Q．188   

愛知県  10．㈱   8．2¢0   45，500   3l．500   55，500   39．700   

三重県   15．500   10．900   30，tOO   26．700   45．600   37．600   

滋賀県   12．000   1l．000   38，167   3l．2g2   50．167   ヰ2．292   

京都府   ‖．（X氾   ll．000   36，∝船   訪．㈱   l－．0的   ヰ†．000   

大阪府   柑．㈱   8，000   46．脚   35．∝旧   引．600   現川00   

兵庫泉   tO．（X抑   10．000   3g．㈱   39．㈱   19．000   49．000   

奈良農   12．000   ll．000   ヰ0，000   31．500   52．㈱   ヰ乙5¢0   

和歌山県   12．㈱   9．5脚   IO．000   29．109   5乙∝粕   31】．8卵   

▲取県   9，舗   9．別の   15．㈱   3¢，388   5■．500   ヰ5．888   

島根県   l早い∝旧   ほ．000   15，000   15．0【船   ‘0．0（泊   餌，∝抑   

岡山よ   け，伽0   川，000   40．00○   側．（加   57．㈱   5ヰ．∝拍   

広■県   柑．㈱   15．∝旧   36，伽0   3¢．800   引，800   引．800   

山口県   川．醐   1乙000   16，○（カ   1軋000   80．醐   52，000   

徳▲集   11．000   1l，∝拍   16，㈱   36．∝め   51．醐   4丁．0仰   

香川蕪   仙柳●   10．800   33，200   33．200   一叫，α）○   44．∝旧   

ニ上ト   托舶¢   Il．㈱   18．0（抑   朋．㈱   引．8郁   52，醐   

井知膿   川．馳   川，5（抑   3丁，㈱   釘．0（氾   引，5脚   引．5脚   

細岡県   ほ川00   9．000   l札㈱   3l．000   60，㈱   ヰ0，∝旧   

佐責貞   l阜○押   9．000   亜．0（泊   2丁．8】5   引，000   3ti．815   

長特集   ほ伽   tO．㈹   17．500   乳000   60．∝め   46．∝旧   

熊本欄   ll，㈹   l0．000   15．00○   お．㈱   59．㈱   15．000   

大分県   ll，∝旧   10．000   45，000   35．㈱   59．000   45．000   

宮崎燥   15．000 10，∝旧   ヰ5．833   卸．833   ¢○，83：I   44．833   

鹿児島県   t4，500   12．00¢   引．825   37．8ヰ7   86．325   ヰ9，糾7   

沖縄県   川．800   t乙000   ヰ5．000   10、脇】   5g．《氾   52、000   

邑
星
∵
 
」
し
ノ
嶺
項
㌣
一
山
巨
1
 

※ サービス別に手数料を設定している場合は、その単純平均鏑を表記している。  

※ 高知県については平成21年度に変更予乱（現時点では詳細不明） 22   
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（参考）長野県における平成20年度手数料改正の状況  

7 手数料の改正   

手数料を見直し、居宅系サービスと施設系サービスに区分したほか、併設事業所に対す   

る減額を組み込んだ手数料体系となります。  

（1）サービスの種別については、「居宅系jと「施設系jの2種類に区分して設定します。  

（2）所在地を同じくし、又は所在地が隣塵する事簑艶」亘り→を2以上有する介護サービス事業   

者について∴2件以上の事業所の調査を実施する場合の調査手数料は、㈱に   

細ものとします。   

（3）改正手数料額   

※剋菱A～Mの調査票グループごとに1件となります。  

ア調査手数料  

H19  
改定後手数料  （H20、4．1～）  

サービス  
手数料  

単独事業所  

（1件目）   

居宅系サービス   36，300円   31，700円   8，700円   
（別表における○のサービス）  （△4，600円）  7，600円）   

施設系サービス   36，300円   35．400円   2，400円   
（別表における●のサービス）  （△900円）  3，900円）   

イ 公表手数料（H1914，000円）   

12，000円（△2，000円）   

※新規指定事業所（平成20年4月1日以降指定のもの）の平成20年度の手数料は、この公表手数   

料のみとなります。   

り 手数料合計額  

H19  
改定後手数料  （H20．4．1．～）  

サービス  
手数料  

単独事業所  

（1件日）   

居宅系サービス   50，300円   43．了00円   0．叩0円   
（別表における○のサービス）  （△6，600円）  9，600円）   

施設系サービス   50，鱒0用   47．400円   ．400円   
（別表における●のサービス）  （△2，900円）  5，900日）   

＜具体例＞  

・介護老人福祉施設に訪問介護、介護予防訪問介護、適所介蕃、介護予防適所介護、適所リハ   
ビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、居宅介護支援の各事業所を併設してお   

り、全て調査対象事業所である場合  

＜調査1日目＞  

介護老人福祉施設… ‥‘・・・・‥・・  

訪問介護事業所及び介護予防訪問介護事業所・：  

通啓介護事業卿∵  

′ト  計  

1件目（施設系）35．400円＋12，000円  

2件日（居宅系）28，700円十12．000円  

3件日脚円  

92，由0内＋3吼000円  

＜爾査2日目＞  

通刑′ゼけ－ション事業所及び介護予防通戸別′ゼけ－ション事業所‥1件日曜宅系）31．700円＋12，000内  

居宅介護支線事業所・∵… …‥・∴十岬  

60，400円＋24，000円  

（総 額）  213．200円   

計
計
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調査票グループ及び居宅系・施設系サービス区分一覧表  
○：居宅系サービス  

ゲルー7－  
19年度   20年度   区分  

口    訪問介護   
A  

訪問介護  

2  介護予防訪問介護   
○  

B  
3  訪問入浴介護  

4  介護予防訪問入浴介護   
○  

5  

C  
訪問看護   

6  介護予防訪問看護  
○  

7    訪問リハビリテーション   
D  

訪問リハビリテーショシ   

8  介護予防訪問リハビリテーション  
0  

9  福祉用具貸与   

E  
10  特定福祉用具販売  

介護予防福祉用旦貸与  
○  

12  特定介護予防福祉用旦販売  

13   適所介護  適所介護   

、F  
14  認知症対応型適所介護  

15  介護予防適所介護  
0  

16  介護予防認知症対応型適所介護   

G 
17  適所リハビリテーション   

18  介護予防適所リハビリテーション   
○  

19  

H     20  ● 

21  介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）   

22  

口     23  ，●  

24  介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）  

介護老｛福祉施設  介護老人福祉施設   

短期入所生活介護  

介護予防短期入所生活介護  
●  

28  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   

29    介護老人保健施設  介護老人保健施設   

K  短期入所療養介護（介護老人保健施設）  

31  

■  

介護予防短期入所療養介護（介護老人虎健施設）   

32  介護療養型医療施設   

L    33  短期入所療養介護（介護療養型医療施設） ●  
34  介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）   

M   35唐宅介護支援  居宅介護支援   ○   

（21年鹿追加予定）  

小規模多機能型居宅介護  
介護予防小規模多棲能型居宅介護  
認知症対応型共同生活介護  
介護予防認知症対応型共同生活介護  

外部サービス利用型特定施設入居者生活介護  
外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護  

介護予防支援  
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（注1）嘩覆轍を同じくし、又は所在地が隣接する事業所とは、同一法人（個人）が、複数事  

業所を運営する場合において、それぞれの事業所が、次のa～Cのケースのような場合が考   

えられます。  

a同一建物にある場合  

（敷地の地番が別れている場合を含む。）  

b同一敷地内にある建物にある場合  

c隣接されている土地に建物が分かれてお  

り、それぞれに事業所があるが、一体的に  

管理業務を行っても支障がないと指定基  

準上認められる程度の範囲内にある場合  

なお、運営する法人（個人）が異なる場合は対象外となります。   

（注2）旅費相当分を手数料から除くという趣旨であるので、阜オ」組の調李員が1邑に廻査  

如具体的には、  

1日に調査件数が4件以上になる場合は、担当調査機関及び県が可能と判断した場合のみ認   

めるものとします。   

また、3件であっても、そのうち1件の調査が事業所の都合で別の日となった場合等は、   

その1件は単独事業所（1件目）の手数料額となります。  
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情報公表センタヰップ画面アクセス数（平成20年7月分）  

平成20年7月  
事業所  

（A）  （B） 

北海道  6，489  4，37  一王  

青森県  2，240     2，08  引  1．08  

u■                           右手県  1，622  1，27  4 l．27  

′ ヽ  5，427 l．79      引  303  

秋甲県  2，01引  1，09      8 l．84  

山形県 2，323  l．12   引  2．06  

福島県  3，柑0  1，92   7 l．65  

準鱒県  3，732    2．17   O l．72  

栃木県  2，692  1，58   1 l．70  

群馬・県  3ノ紹6  l，‘838  l．90  

埼玉県  5，463 4，215  l．30  

千葉県   13；675  5，233  2．引  

⊥  27．779  9，114  3．05  

神奈川県 36，654        5，400  6．79  

新潟・県  ．2，6叫 2，084  1．30  

富山県  1，9叫   968  1．98  

石川県  1．393  971  1．43  

福井県  1，643  785  2．09 

山梨県  3，O14  833  3．62  

長野、  2，386  2．149  1．11  

岐阜県  2．083  1，680  1．24  

静岡県  4，875  2，995  l．3台  

愛知県  6．707  4．415  1．52  

ニ重県 1，997  1，788  1．12  

滋賀県  1，392  1，143  1．22  

■■■．．．■                   京都府  2．818  2，012  1，40  

大阪府 ∬   52，8柑  8．464  6．24  

兵庫県 打 糾37 4，778  1．35  

奈良県．月  2．朋0  1．415  
和歌山県   甘 

1．70  

2，705  1，424  l．90  

鳥取県   ガ  2，777  717  3．87  

島根県   Ⅳ  1．573  950  1．¢6  

野山県   ∬ 3．083  2，160  
広島県、   卦  

†．43  

5，205  2，908  1．79  

山口県   鰹  2．88■¢    3．138  

鹿島県    月  

0．92  

2．52q  1，2柑  207  

香川県    ∬  1．射2  l，094  175  

愛媛県    l    2，711  1．665  163  

高知県    －  1，073  828  130  

福岡県    I  5．780  4，953  1 

佐賀県 靂  1．463  ；；・ 165  

長崎県l  4，60引  1，702 2．7l  
熊本県 月  2，01▲引   2，15引  0．94  

萎分県l  乙842 l，422 2．叩  

宮崎県 月  1，83り   2．075 0．丁9  

鹿児島県∬  2．2如 2，閃2 l．12  

沖縄県 ¶    3．182I．1．15引  2．73  
計  26077引112，17封  2．32  

※公表対象事業所数は19年7月調査結果による。  
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介護サービス情報の公表制度支援事業  

平成21年度概算要求短   

133，716千円  

創設年度  平成18年度   

補助根拠  予箕補助   

補助率  国1／2、都道府県り2   

（負担割合）   

1 目 的  

介護サービスの質の向上、利用者の権利擁護等の観点から、介護サービス事業所が   

利用者に対し、サービス選択に必要な情報を公表する介護サービス情報の公表制度に   

ついて、各都道府県における円滑な実施を支援するとともに、全国的見地から、将来   

に渡り、安定的かつ継続的に制度運営を支援する。  

2 事業内容  

（1）介護サービス情報の公表制度支援事業  

下記に係る事業のうち、各都草府県における制度の円滑な導入に資する費用の一  

部を補助する。   

① 普及・啓発等   

② 都道府県共通介護サービス情報公表システム（システム改修分）の導入   

③ 介護サービス情報の公表に係る調査及び公表  

3 実施主体 都道府県  
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【参考】今後のスケジュールについて（予定）  

事  項 内容、スケジュール等   

厚生労働省令改正   ・項目（案）の骨格については平成20年中に固めることを目途とする。  
（サービスの追加）   ・平成21年3月公布  

厚  

生  

労  一改正施行通知（平成2■1年3月発出）  
働  

省  

制度の普及1啓発  ・適宜実施  

く利用者t事業者団体等）  

事  項   内容、スケジュール等   

調査鼻（指導者）養成  ・追加サービスの調査員指導者の養成（平成21年3月～）  
t追加サービスの調査員養成研・偉く平成21年3月～）  
・詞査鼻の登録（平成21年4月）  

都  

道  ・追加サービス分のシステム導入く平成2■1年4月～）  

府  

制度中音及・・啓発  ・適 

（利用者・事業者団体等）   

痍   



事   内容、スケジ■ユール等   

項目作成等  ・検討部会等の開催（平成20年10月～平成21年2月）  
介  20’作成の各サイスく平成20年10月～11月）  
護  

サ  

l  ・追加サービス分の開発   

ビ  （平成20年11月～平成21年3月末）  
ス  

情  

報  ・開発・導入の実施く平成20年11月～平成21年3月末）  

表  

牟   

支  ・教材作成く平成20年12月～平成21年3月）  
援  

セ  

ン  t養成研修の由催（醸成21年3月）  
タ  

l   

制度の普及・啓発支援  
（利用者・車乗青田鱒等）  




